
障がい者スポーツ団体地域活動支援事業費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 大分県障がい者体育協会会長（以下「会長」という。）は、各地域で活動する障が

い者スポーツ団体（以下「団体」という。）の活性化と県内の障がい者スポーツのさらな

る定着を図るため、競技力向上を目的とした練習会の開催や県外への遠征等に要する経費

を団体に補助金として交付するものとし、その交付については、この要綱に定めるところ

による。 

 

 （経費及び補助額） 

第２条 この補助金の対象経費は、次のとおりとする。 

（１）練習会の指導者に対する謝金及び旅費 

（２）練習会及び県外遠征等に係る参加選手等の飲料代等 

（３）練習会及び県外遠征等に係る会場使用料 

（４）県外遠征等に係る交通費（バス等の借上げ代を含む。） 

（５）競技用具等購入費 

（６）その他練習会及び県外遠征等に必要と認められる経費 

２ 補助限度額は、１団体８万円とする。 

 

 （補助金の交付申請） 

第３条 補助金の交付申請は、補助金交付申請書（第１号様式）によるものとし、次に掲げ

る書類を添付し、会長が別に定める期日までに会長に提出しなければならない。 

（１）事業計画書（第２号様式） 

（２）活動計画表（第３号様式） 

（３）収支予算書抄本 

（４）その他会長が必要と認める書類 

 

 （補助条件） 

第４条 補助条件は、次のとおりとする。 

（１）次の要件を満たすこと。 

 ア 練習会及び県外遠征等は、競技力向上に資すると判断できる内容であること。 

 イ 活動年度当初に、団体として掲げる「活動目標」を設定し、目標に則した活動内容で

あること。 

 ウ 補助については、原則として年１回とする。 

（２）補助事業の内容又は経費の配分の変更（会長が定める軽微な変更を除く。）をする場

合は、変更承認申請書（第４号様式）を会長に報告し、その承認を受けること。 

（３）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、会長の承認を受けること。 

（４）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

は、速やかに会長に報告し、その指示を受けること。 

（５）この補助金に係る収入及び支出を明らかにした預金通帳、金銭（預金）出納簿等の帳

簿及び契約書、領収書等の証拠書類は、補助事業が完了した日の属する年度の翌年度



から起算して５年間整備保管すること。 

（６）補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産（以下「財産」という。）は、会

長の承認を受けないで、補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け

又は担保の用に供してはならないこと。ただし、減価償却資産の耐用年数等に関する

省令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以下「大蔵省令」という。）に定められている

財産については、大蔵省令に定められている耐用年数に相当する期間を経過している

場合はこの限りではないこと。 

（７）財産は、財産管理台帳及びその他関係書類を整備保管し、補助事業の完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付目的に従って、その

効率的な運用を図ること。 

（８）財産のうち、１件当たりの取得価格が５０万円以上のものを処分しようとするとき

は、あらかじめ会長の承認を受けること。ただし、大蔵省令に定められている財産に

ついては、大蔵省令に定められている耐用年数に相当する期間を経過している場合は

この限りではないこと。 

（９）会長の承認を受けて財産を処分したことにより収入があった場合は、その収入の全部

又は一部を協会に納付させることがあること。 

２ 会長の定める軽微な変更の範囲は、補助金の額に変更を及ぼさない変更で、次のとおり

とする。 

（１）補助金の交付目的に反しない事業内容の変更 

（２）補助対象経費の２０パーセント以内の増減 

 

 （補助金の交付決定の通知） 

第５条 会長は、補助金の交付の決定をしたときは、速やかに補助金交付決定通知書（第５

号様式）により通知するものとする。 

 

 （申請の取下げのできる期間） 

第６条 補助金の交付の申請をした者は、前条の規定による通知を受領した場合において、

当該通知書の内容に不服があるときは、当該通知書を受理した日から起算して１５日以内

に申請の取下げをすることができる。 

 

 （補助金の交付方法） 

第７条 この補助金は、精算払の方法により交付する。ただし、会長が必要と認める場合

は、概算払の方法により交付することができる。 

 

 （補助金の交付請求） 

第８条 補助金の交付決定の通知を受けた者が、補助金の交付を請求しようとするときは、

補助金交付請求書（第６号様式）により行うものとする。 

 

 （実績報告） 

第９条 補助事業を行う者は、補助事業が完了したときは、補助事業実績報告書（第７号様



式）に次に掲げる書類を添付し、事業完了若しくは廃止の承認を受けた日から起算して３

０日を経過した日又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の翌年度の４月１０日の

いずれか早い期日までに会長に実績報告をしなければならない。 

（１）事業実績書（第８号様式） 

（２）活動実績表（第９号様式） 

（３）収支決算（見込）書抄本 

（４）その他会長が必要と認める書類（領収書の写し） 

２ 実績報告に際しては、年度当初に設定した「団体活動目標」についての評価を行うもの

とする。 

 

 （補助金の額の確定通知） 

第１０条 会長は、補助事業の完了又は廃止に係る補助事業の成果の報告を受けた場合にお

いては、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る

補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものである

かどうかを調査し適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金の額

の確定通知書（第１０号様式）により通知するものとする。 

 

 （書類の提出部数等） 

第１１条 この要綱の規定により、会長に提出する書類の部数は１部とし、その様式及び提

出期限は、この要綱に定めのあるものを除き、会長が定めるところによる。 

 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年度の予算に係る障がい者スポーツ団体地域活動支援費補助金から

適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年度の予算に係る障がい者スポーツ団体地域活動支援費補助金から

適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年度の予算に係る障がい者スポーツ団体地域活動支援事業費補助金

から適用する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２６年度の予算に係る障がい者スポーツ団体地域活動支援事業費補助金

から適用する。 

 


